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③ 確認テスト結果（防災基礎、災害への備え）

・単元別確認テスト

・最終日確認テスト



H29_1 確認テスト結果「防災基礎」

１ ２ ３ ４ ５

単元名 ９
⽉
７
⽇

防災基礎
総論

ハザードのメカニズムと実態 地域の
脆弱性と

被害の実態地震・津波 ⽕⼭ ⾵⽔害
配点 5点満点 5点満点 5点満点 5点満点 5点満点

平均点 4.90 4.65 4.32 4.03 4.75
正解率 98% 93% 86% 81% 95%

単元名 ９
⽉
８
⽇

防災⾏政概要
災害法体系
防災計画

災害対応過程と態度を学ぶ
（演習）

最終⽇
確認テスト

配点 10点満点 10点満点
平均点 7.78 9.20
正解率 78％ 92%
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H29_1 確認テスト結果「防災基礎総論」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問

a-1 防災基礎総論 1 防災危機管理
の基本的考え
⽅

災害と防災の基
本

Ｑ１︓ハザードとは、地震、津波，台⾵などの⾃然現象に
よって引き起こされた災害の
英語訳である。（×）

Ｑ２︓ハード対策とソフト対策はそれぞれ役割が異なる。ソ
フト対策はハード対策を代替するものではなく、相互に補完
しあうものである。（○）

繰り返される災
害

Ｑ３︓近代以降の⽇本で死者・⾏⽅不明者が5000⼈以上と
なった⾃然災害は、いずれも津波による
犠牲者が⼤半を占めている。（×）

Ｑ４︓わが国は世界的に⾒ても多⾬地帯にあり、地震発⽣回
数や、活⽕⼭数も多く、もともと⾃然災害に⾒舞われやすい
国⼟である。（○）

重くなる⾏政・
管理者の役割

Ｑ５︓避難勧告、避難誘導などの判断について、犠牲者遺族
らによる訴訟が続いているが、いずれも原告側が敗訴してい
る。（×）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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H29_1 確認テスト結果「ハザードとメカニズムの実態（地震・津波）」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問

a-2
a-3
a-4

ハザードのメカニ
ズムと実態

5 地震と津波の
メカニズムと
その被害

地震発⽣のメカ
ニズム（海溝型
地震、内陸(直
下)型地震）、
被害の概要

Ｑ１︓「マグニチュード」は地震の揺れ（地震動）の⼤きさ
を⽰す数字である。（×）

Ｑ２︓地震を起こした断層運動の⼤きさは「地震モーメン
ト」という数字で⽰される。（○）

地震災害の事例
(被害、避難)

Ｑ４︓1995年阪神・淡路⼤震災の犠牲者の多くは「家屋倒
壊」が⼀番の原因だった。（○）

津波発⽣のメカ
ニズム、被害の
概要

Ｑ３︓津波は地震の強い「ゆれ」によって海底が振動するこ
とで発⽣する。（×）

Ｑ５︓「横ずれ断層型」の地震で、⼤きな津波が発⽣するこ
とが多い。（×）

津波災害の事例
（被害、避難）

地震災害と津波
災害の被害想定、
ハザードマップ

津波警報・注意
報

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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H29_1 確認テスト結果「ハザードとメカニズムの実態（⽕⼭）」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問

a-2
a-3
a-4

ハザードのメカニ
ズムと実態

2 ⽕⼭のメカニ
ズムとその被
害

活⽕⼭と⽕⼭現
象のメカニズム

Ｑ１︓⽕⼭噴⽕予知連絡会は、「過去およそ2000年以内に噴
⽕した⽕⼭及び現在活発な噴気活動のある⽕⼭」を活⽕⼭と
定義している。（×）

⽕⼭噴⽕による
被害の概要

⽕⼭災害対策 Ｑ２︓気象庁は、噴⽕に伴って発⽣し⽣命に危険を及ぼす⽕
⼭現象の発⽣やその拡⼤が予想される場合に「警戒が必要な
範囲」（⽣命に危険を及ぼす範囲）を明⽰して噴⽕警報を発
表する。（○）

Ｑ３︓⽕⼭災害警戒地域に指定された地域を含む都道府県及
び市町村は、想定される⽕⼭現象の状況に応じた警戒避難体
制の整備に関し、必要な協議を⾏うための協議会（⽕⼭防災
協議会）を設置しなければならない。（○）

Ｑ４︓⽕⼭噴⽕予知連絡会会⻑は噴⽕警報を発することがで
きる。（×）

Ｑ５︓市町村⻑は噴⽕警報・噴⽕警戒レベルによらず、独⾃
の判断や⽕⼭防災協議会の助⾔に基づいて警戒区域の設定や
避難指⽰ができる（○）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「ハザードとメカニズムの実態（⾵⽔害）」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
a-2
a-3
a-4

ハザードのメカニ
ズムと実態

4 ⾵⽔害のメカ
ニズムとその
被害

⾵⽔害とは
⼤⾬のメカニズ
ム

Ｑ１︓災害が発⽣する可能性の⾼い1時間80mm以上の⾬量
が記録された場合を「⼤⾬」という。（×）
Ｑ２︓台⾵のおおよその勢⼒を⽰す⽬安として、最⼤⾵速を
もとに4階級の「強さ」を，⾵速15m/s以上の半径を元に3階
級の「⼤きさ」を決めている。（○）

⾼潮のメカニズ
ム
⻯巻のメカニズ
ム
浸⽔害（内⽔氾
濫）の被害の概
要

Ｑ３︓⼤⾬等による地表⽔の増加に排⽔が追いつかず、⽤⽔
路、下⽔溝などがあふれて氾濫したり、河川の増⽔や⾼潮に
よって排⽔が阻まれたりして、住宅や⽥畑が⽔につかる現象
を「洪⽔」という。（×）

洪⽔害の被害の
概要
⼟砂移動現象の
メカニズム
⼟砂災害の被害
の概要

Ｑ４︓斜⾯崩壊による被害の範囲は、斜⾯の直下など⽐較的
限定的だが、⼟⽯流は、⾕沿いに数百〜数千m流れ下り、被
害をもたらすこともある。（○）

暴⾵による災害
の被害の概要

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
a-2
a-3
a-4

ハザードのメカニ
ズムと実態

4 ⾵⽔害のメカ
ニズムとその
被害

⾼潮による災害
の被害の概要

Ｑ５︓⾼潮は、数時間にわたって海⾯の⾼さが上昇する現象
であり、発⽣すると、堤防を海⽔が越え、広い範囲を⽔没さ
せることがある。（○）

⻯巻による災害
の被害の概要

指導要領の学習項⽬と設問

H29_1 確認テスト結果「ハザードとメカニズムの実態（⾵⽔害）」
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H29_1 確認テスト結果「被害の実態と地域の脆弱性」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問

a-5 被害の実態と地域
の脆弱性

1 ⾃然災害によ
る⼈的被害の
実態

⾃然災害による
⼈的被害の実態

Ｑ１︓⽇本の⾃然災害による死者・⾏⽅不明者数は、1950年
代以降，近年になるほど増加傾向が⾒られる。（×）

2 地域の災害特
性を知ること
の重要性

地域の災害特性
を知る

Ｑ２︓災害は、素因に誘因が作⽤して発⽣する．誘因とは地
震・台⾵などの⾃然現象のことであり、素因とはその⼟地が
持っている災害に関わる性質のことである。（○）

ハザードマップ Ｑ３︓⾵⽔害、特に⼟砂災害による犠牲者の多くは、ハザー
ドマップに⽰された⼟砂災害危険箇所の付近で発⽣している。
（○）

3 防災情報の種
類や特性、情
報を活⽤した
避難のあり⽅

防災情報の種類
や特性、情報を
活⽤した避難の
あり⽅

Ｑ４︓災害情報を⼤別すると動的情報と静的情報に分けられ
る．前者の代表例がハザードマップで、後者としては⾬量の
観測値などがある。（×）

Ｑ５︓避難所の開設が未了の場合、避難勧告を出すべきでは
ない。（×）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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H29_1 確認テスト結果「防災⾏政概要・災害法体系・防災計画」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
a-6
a-7

防災⾏政概要
災害法体系
防災計画

1 防災活動全体
の流れ

時間経過に応じ
た災害対応
災害対策の流れ Ｑ１︓災害対策の流れは、平時における「災害への備え」、

警報や避難などの災害が想定される直前の対応、発災後の
「応急活動（被災者への⽀援を含む）」、「復旧・復興」の
サイクルであり、各段階に応じた対策を適切に実施するとと
もに、サイクルを回しながら検証改善していくことが重要で
ある。（○）

2 防災活動の概
要

⾃然災害の発⽣
要因とリスク評
価の考え⽅
災害関連法、防
災計画
⾃助、共助、公
助の役割
主な「事前対
策」業務の概要、
実施上のポイン
ト

Ｑ２︓「災害への備え（災害予防）」は、「被害抑⽌対策」
と「災害対応準備対策」からなり、「災害対応準備対策」は、
体制整備、備蓄や資機材等の整備、訓練など、災害時に実施
する災害対応業務を迅速かつ円滑に実施するための事前対策
のことである。（○）

主な「直前対策
（警報避難）」
業務の概要、実
施上のポイント

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10
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単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
a-6
a-7

防災⾏政概要
災害法体系
防災計画

2 防災活動の概
要

主な「災害対応
業務（発災直
後）」業務の概
要、実施上のポ
イント

Ｑ３︓災害時の広報は、被災者に安⼼感や信頼感を持っても
らうため、現地の状況を熟知した防災部局の実務担当者が前
⾯に出て会⾒を⾏うことが重要である。（×）

主な「災害対応
業務（救助・救
急、医療及び消
⽕活動）」業務
の概要、実施上
のポイント
主な「災害対応
業務（被災者⽀
援）」業務の概
要、実施上のポ
イント

Ｑ４︓災害時には被災者⽣活再建⽀援法に基づき、避難所に
避難している⼈の⽣活⽀援、仮設住宅の提供、医療の提供等
に関する必要な救助を⾏う。（×）

主な「災害対応
業務（復旧復
興）」業務の概
要、実施上のポ
イント

3 防災活動に関
連する法令の
概要

主な災害対策関
係法律の類型、
体系

Ｑ５︓被災者保護を図る重要性に鑑み、災害対策基本法にお
いては、要配慮者の⽀援等を⾏うために市町村⻑が避難⾏動
要⽀援者名簿を作成することを規定している。（○）

指導要領の学習項⽬と設問

H29_1 確認テスト結果「防災⾏政概要・災害法体系・防災計画」

⾚字︓研修指導要領にない
︓得点結果0.7未満
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単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
a-6
a-7

防災⾏政概要
災害法体系
防災計画

3 防災活動に関
連する法令の
概要

その他の災害対
策関係法律・体
制の概要

Ｑ６︓激甚災害制度は、地⽅財政の負担緩和や被災者に対す
る特別の助成を⾏うために全国的規模の激甚な災害に限って
対象とすることが「激甚災害に対処するための特別の財政援
助に関する法律」に定められている。（×）
Ｑ７︓災害救助法に基づく救助を的確に実施するために、同
法において都道府県が基⾦を積み⽴てることを義務付けてい
る。（○）

4 防災基本計
画・地域防災
計画

防災基本計画の
概要
地域防災計画の
概要

Ｑ８︓市町村防災会議は、市町村防災計画を作成し、⼜は修
正したときは、速やかにこれを内閣総理⼤⾂に報告するとと
もに、その要旨を公表しなければならない。（×）
Ｑ９︓地⽅公共団体は、業務継続計画策定にあたり、少なく
とも①「⾸⻑不在時の明確な代⾏順位及び職員の参集体制」、
②「電気・⽔・⾷料等の確保」、③「災害時にもつながりや
すい多様な通信⼿段の確保」、④「重要な⾏政データのバッ
クアップ」、の４要素について定めておくべきである。
（×）
Ｑ10︓南海トラフ地震防災対策推進基本計画においては、減
災⽬標及び減災⽬標を達成するための施策に係る具体⽬標を
設定しているが、⾸都直下地震緊急対策推進基本計画におい
ては、それらは設定されていない。（×）

指導要領の学習項⽬と設問

H29_1 確認テスト結果「防災⾏政概要・災害法体系・防災計画」

⾚字︓研修指導要領にない
︓得点結果0.7未満
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0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10

最終⽇確認テスト

H29_1 確認テスト結果「防災基礎コース最終⽇」

 Ｑ１︓ハザードとは、地震、津波，台⾵などの⾃然現象によって引き起こされた災
害の

 英語訳である。（×）
 Ｑ２︓気象庁は、噴⽕に伴って発⽣し⽣命に危険を及ぼす⽕⼭現象の発⽣やその拡

⼤が予想される場合に「警戒が必要な範囲」（⽣命に危険を及ぼす範囲）を明⽰し
て噴⽕警報を発表する。（○）

 Ｑ３︓⽕⼭災害警戒地域に指定された地域を含む都道府県及び市町村は、想定され
る⽕⼭現象の状況に応じた警戒避難体制の整備に関し、必要な協議を⾏うための協
議会（⽕⼭防災協議会）を設置しなければならない。（○）

 Ｑ４︓「マグニチュード」は地震の揺れ（地震動）の⼤きさを⽰す数字である。
（×）

 Ｑ５︓⼤⾬等による地表⽔の増加に排⽔が追いつかず、⽤⽔路、下⽔溝などがあふ
れて氾濫したり、河川の増⽔や⾼潮によって排⽔が阻まれたりして、住宅や⽥畑が
⽔につかる現象を「洪⽔」という。（×）

 Ｑ６︓⽇本の⾃然災害による死者・⾏⽅不明者数は、1950年代以降，近年になるほ
ど増加傾向が⾒られる。（×）

 Ｑ７︓⾵⽔害、特に⼟砂災害による犠牲者の多くは、ハザードマップに⽰された⼟
砂災害危険箇所の付近で発⽣している。（○）

 Ｑ８︓災害時の広報は、被災者に安⼼感や信頼感を持ってもらうため、現地の状況
を熟知した防災部局の実務担当者が前⾯に出て会⾒を⾏うことが重要である。
（×）

 Ｑ９︓激甚災害制度は、地⽅財政の負担緩和や被災者に対する特別の助成を⾏うた
めに全国的規模の激甚な災害に限って対象とすることが「激甚災害に対処するため
の特別の財政援助に関する法律」に定められている。（×）

 Ｑ１０︓地⽅公共団体は、業務継続計画策定にあたり、少なくとも①「⾸⻑不在時
の明確な代⾏順位及び職員の参集体制」、②「電気・⽔・⾷料等の確保」、③「災
害時にもつながりやすい多様な通信⼿段の確保」、④「重要な⾏政データのバック
アップ」、の４要素について定めておくべきである。（×）
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H29_1 確認テスト結果「災害への備え」

１ ２ ３ ４ ５

単元名 ９
⽉
12
⽇

「災害への
備え」総論 ⾏政のBCM 住⺠啓発 企業防災

「災害への
備え」ワー
クショップ

配点 5点満点 5点満点 5点満点 5点満点
平均点 4.56 4.67 4.89 4.59
正解率 91% 93% 98% 92%

単元名 ９
⽉
13
⽇

「災害への
備え」とし
ての地域防

災計画

防災教育・
災害教訓
の伝承

地域の
⾃主的な
防災活動

災害ボラン
ティア

最終⽇
確認テスト

配点 5点満点 5点満点 5点満点 5点満点 10点満点
平均点 4.26 3.87 3.48 4.15 9.00
正解率 85％ 77% 70% 83% 92%
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H29_1 確認テスト結果「「災害への備え」総論」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-1 「災害への備え」

総論
1 災害予防の防

災の中の位置
づけ及び主な
内容

災害対応の流れ
の中の災害予防
の位置づけ
⼤震災後の防災
対策全体の再構
築と災害対策基
本法改正

Ｑ１︓東⽇本⼤震災の教訓として、災害の発⽣を完全に防ぐ
ことは不可能であることから、災害時の被害を最⼩化し、被
害の迅速な回復を図る「減災」の考え⽅を防災の基本理念に
することとした。（〇）
Ｑ４︓災害対策基本法の基本理念に、「減災」の⽤語が東⽇
本⼤震災後の同法の改正で重要⽤語として盛り込まれた。
（×）
Ｑ２︓東⽇本⼤震災の教訓として、防災のハード対策では限
界があることから、ソフト対策を中⼼に据えて災害対策を推
進することとした。（×）

災害予防におけ
る留意事項（被
害想定に存在す
る幅を理解し住
⺠啓発時に注意
すべきことな
ど）

2 災害予防にお
ける⾃助、共
助、公助の意
味と共助の重
要性

⾃助、共助、公
助の意味と、災
害予防における
意味

Ｑ３︓⾏政（公助）のみならず、地域、市⺠、企業（⾃助、
共助）レベルの取組を組み合わせなければ、万全な対策はと
れない。（〇）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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H29_1 確認テスト結果「「災害への備え」総論」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-1 「災害への備え」

総論
2 災害予防にお

ける⾃助、共
助、公助の意
味と共助の重
要性

防災における共
助の重要性と災
害予防で必要な
対応

3 防災における
⺠間主体との
連携のあり⽅

⾃主防災組織・
地域の市⺠団体、
⺠間企業、災害
ボランティア等
の特徴
⺠間主体との連
携における⾏政
側の備えと⼼構
え
外部からの⽀援
における地域の
受援⼒の重要性

代表的な被害
抑⽌対策

地震への被害抑
⽌対策
津波への被害抑
⽌対策
⾵⽔害への被害
抑⽌対策
⼟砂災害への被
害抑⽌対策

指導要領の学習項⽬と設問
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H29_1 確認テスト結果「「災害への備え」総論」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-1 「災害への備え」

総論
Ｑ５︓災害対策において、被災者による主体的な取組を阻害
することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障害
の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適
切に被災者を援護することが重要である。（〇）

指導要領の学習項⽬と設問 ⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「⾏政のBCM」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-3 ⾏政のBCM 1 ⾏政のBCP、

BCMの意義
と必要要素

⾏政の業務継続
計画（BCP)及
び業務継続マネ
ジメント
（BCM)の概要

Ｑ１︓⾏政のＢＣＰは、重⼤な被害を受けて業務の実施に不
可⽋な要素・資源が被害で制約される中で、被災直後に重要
業務をできるだけ多く実施・継続させるために必要である。
（〇）
Ｑ２︓⾏政のＢＣＰは、災害発⽣時、災害対応業務に加え、
平常時の業務も被災直後から多くを継続できるような体制を
⽬指すものである。（×）
Ｑ３︓ＢＣＰ・ＢＣＭに盛り込むべき計画の種類としては、
「発災⽣直後の応急対応計画」、「平常時の事前対策計画」、
「ＢＣＰの訓練の計画」及び「維持管理・継続的な改善の計
画」が必要である。（〇）

⾏政のBCPの重
要事項（⼩規模
市町村向け6項
⽬など）

Ｑ４︓⾏政が災害時において他の⾃治体から⽀援を受けるた
めの計画は、地域防災計画の下に策定することとされており、
⾏政のＢＣＰとは関係が薄い。（×）

災害時の地域活
動の継続・早期
復旧の考え⽅

2 重要業務に不
可⽋なリソー
スの確保の重
要性と主な⽅
法

参集⼈員及び代
替の⼈材の確保
と職員の安全

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「⾏政のBCM」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-3 ⾏政のBCM 2 重要業務に不

可⽋なリソー
スの確保の重
要性と主な⽅
法

電⼒、通信、情
報のバックアッ
プの重視
BCPでの受援計
画、広域連携の
活⽤の重要性と
主な⽅法

3 ⾏政庁舎の代
替拠点の確保
の必要性と選
定⽅法

⾏政の代替庁舎
の必要性
代替庁舎の選定
の考え⽅、⽅法

4 訓練、維持管
理、⾒直しの
重要性とトッ
プのリーダー
シップ

定期的な訓練、
維持管理、⾒直
しの重要性と主
な⽅法
⾸⻑その他の幹
部のリーダー
シップ・関与の
重要性

Ｑ５︓⾏政へ⺠間企業や業界団体からの⽀援を定める災害協
定は、東⽇本⼤震災の後、都道府県レベル、市町村レベルの
いずれでも増加傾向にあるが、さらなる拡充の余地があるの
が現状である。（〇）

指導要領の学習項⽬と設問 ⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「住⺠啓発」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-6 住⺠啓発 1 住⺠向けの防

災の啓発の意
義と留意事項

住⺠向けの防災
の啓発の意義と
基本的・効果的
な⽅法

Ｑ1︓住⺠向けの防災啓発では、災害直後からの活動は全て
公助を頼ることが重要であることを周知する。（×）
Ｑ2︓住⺠に共助に関わってもらう組織に消防団、⾃主防災
組織などがあるが、⾃主防犯組織は当てはまらない。（×）
Ｑ3︓⼤規模な地震災害で発⽣する対応は、住⺠が⼿を出す
と危険で混乱するので消防本部や消防団、⾏政職員のみで組
織的に活動することが重要（×）
Ｑ４︓災害を最⼩限度に⽌めるためには、住⺠の⾃助が効果
的である。（○）
Ｑ5︓住⺠に啓発する内容は常にこれまでの知識を踏襲し伝
えることが⼤切で、その時代の社会構造や環境に対応して変
化（発展）させる必要はない（×）

住⺠向けの防災
の啓発の優良事
例
"住⺠の防災活
動の啓発におけ
る留意事項

〜要配慮者へ
の配慮、男⼥双
⽅の視点の考慮、
⽀援を⾏う者の
安全確保"

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「住⺠啓発」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-6 住⺠啓発 3 地域の防災訓

練の意義と基
本的な⽅法

地域コミュニ
ティと⾏う防災
訓練の意義と基
本的な⽅法
地域コミュニ
ティと⾏う防災
訓練の優良事例
と実施上のポイ
ント

指導要領の学習項⽬と設問
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H29_1 確認テスト結果「企業防災」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-4 企業防災 1 指定（地⽅）

公共機関であ
る企業の防災
での役割と⾏
政との連携

指定（地⽅）公
共機関である企
業の防災での役
割
指定（地⽅）公
共機関と⾏政と
の連携のあり⽅

2 災害対応にお
ける企業の役
割

「企業防災」に
関する災害関連
法令の規定

Ｑ１︓災害対応において企業の⼒を借りた⽅がよい場⾯が増
え、⾏政と企業との早期連携が有効であることが熊本地震で
も改めて明らかになった。（〇）

企業が担える役
割、果たすべき
役割の概要

Ｑ２︓災害対応を多く経験してきた企業でも地⽅⾃治体ほど
体制が整っていないので、企業との災害協定の活⽤は、⾏政
から⽅法を指定し先導していくことが不可⽋である。（×）

3 災害協定の重
要性と協定締
結状況

企業との災害協
定の重要性

Ｑ３︓⾏政が災害対応で企業に連携を求める場合、企業の事
業継続の必要性や企業の独⾃の事情などを認識し、例えば協
⼒の範囲や程度などについて配慮をすることも必要である。
（〇）

4 企業の事業継
続計画
（BCP）の意
義と特徴

企業の事業継続
計画（BCP）の
経済・社会的な
意義と特徴

Ｑ４︓企業の災害被害を最⼩とする「企業防災」と、災害時
の企業活動の維持または早期復旧をめざす「事業継続」とは、
互いに密接に関わり合い、共通した要素も存在するので、ほ
ぼ同じものと考えてよい。（×）

企業のBCPと企
業の社会的責任
（CSR)

Ｑ５︓近年、災害復旧に貢献する企業において、資⾦⾯、物
資⾯の⽀援に加え、⼈的な⽀援（企業ボランティア）も増加
してきている。（〇）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5
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H29_1 確認テスト結果「「災害への備え」としての地域防災計画」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-2 「災害への備え」

としての地域防災
計画

1 地域防災計画
の⽬的と概要

地域防災計画の
⽬的、法的位置
付け

Ｑ１︓地域防災計画は地⽅防災会議が定め、議会の議決は必
要ない。（〇）

地域防災計画の
災害への備えの
ための役割

Ｑ２︓災害から⼈命を守るためには、応急対策の充実が最も
重要である。（×）

地域防災計画の
策定プロセスの
概要

2 地区防災計画
の⽬的と概要

地区防災計画制
度の⽬的と作成
⽅法概要

Ｑ５︓地区防災計画制度は、地区防災計画のPDCAの要素ま
では含んでいない。（×）

地区防災計画の
主な事例、展望

Ｑ４︓地区防災計画を策定した地区は、市区町村の地域防災
計画に位置付けられるよう提案しなくてはならない。（×）

3 地域の災害予
防の対策を進
めるにあたっ
ての防災計画
等の活⽤

災害への備えの
ため防災計画を
活⽤する考え
⽅・基本的⽅策

法定の防災計画
を補完する計
画・マニュアル
等の活⽤

Ｑ３︓災害時には⾃治体が避難⾏動要⽀援者名簿情報を、要
⽀援者本⼈の同意を得ずに⽀援者等に提供できる。（〇）

指導要領の学習項⽬と設問

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

設問毎の得点結果

⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「防災教育・災害教訓の伝承」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-6 住⺠啓発 2 災害教訓の伝

承の意義と具
体的事例

災害教訓の伝承
の意義と基本的
な⽅法

Ｑ５︓災害対策基本法には、住⺠の責務として「過去の災害
から得られた教訓を伝承する」活動に努めることは定められ
ていない。（☓）

災害の教訓や災
害⽂化を伝える
取組事例（⽯碑
やモニュメント、
⾏事、地形等）

b-7 防災教育 1 防災教育の意
義と基本的な
⽅法

防災教育の意義
と制度上の位置
づけ
防災教育の基本
的な⽅法と実施
上のポイント

2 学校教育⼜は
課外活動にお
ける防災教育
の具体的な事
例

学校での防災教
育が注⽬される
背景、防災教育
の意義

Ｑ１︓「学校保健法等の⼀部を改正する法律」によって、学
校保健法から学校保健安全法に改題され、学校における安全
管理に関する条項が加えられたのは、東⽇本⼤震災後の2012
年（平成24年）4⽉1⽇からである。（×）
Ｑ２︓第2次学校安全の推進に関する計画は、平成29年度
（2017年度）からの10カ年計画である。（☓）

⽂部科学省の防
災教育カリキュ
ラムの考え⽅と
内容

Ｑ３︓学校における防災教育は災害安全に関する教育と同義
であり、安全教育の⼀環として⾏われるものである。 （◯）

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

︓得点結果0.7未満
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H29_1 確認テスト結果「防災教育・災害教訓の伝承」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-7 防災教育 2 学校教育⼜は

課外活動にお
ける防災教育
の具体的な事
例

学校教育⼜は課
外活動における
防災教育の優良
事例（防災教育
チャレンジプラ
ンなど）

Ｑ４︓⽂部科学省では、東⽇本⼤震災後、学校安全ポータル
サイトを開設し、学校安全のために、⽂部科学省や都道府県
等で実施している取組やこれまでに作成した資料などを掲載
し、情報共有に努めている。（◯）

3 地域コミュニ
ティ向けの防
災教育の具体
的な取り組み
事例

地域コミュニ
ティ（住⺠・企
業等）向けの防
災教育の意義と
現状
地域コミュニ
ティ（住⺠・企
業等）向けの防
災教育の優良事
例（防災教育
チャレンジプラ
ンなど）

指導要領の学習項⽬と設問
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H29_1 確認テスト結果「地域の⾃主的な防災活動」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-8 地域の⾃主的な防

災活動
1 ⾃主防災組織

の⽬的と制度
概要

⾃主防災組織の
⽬的と法的位置
づけ

Ｑ１︓⾃主防災活動は、地域における共助の基本的な活動で
あるが、その内容やあり⽅は、災害対策基本法に直接の規定
はない。（〇）

⾃主防災組織に
関する現⾏制度
の概要

Ｑ３︓⾃主防災組織には、要⽀援者名簿の作成、避難誘導、
避難所運営、備蓄、訓練等の担い⼿として期待が⾼い。
（〇）

2 ⾃主防災組織
に期待される
役割と現状、
課題

⾃主防災組織の
現状、活動事例、
課題・限界

Ｑ２︓⾃主防災活動は、災害発⽣直後において役割が⼗分果
たせるかについては、メンバーの⾼齢化や⼥性幹部の多さな
どを含め、様々な限界もある。（×）
Ｑ５︓⾃主防災組織の活性化のためには、各⾃主防災組織間
の協調・交流や⾏政・企業・教育など他の分野との連携が重
要である。（〇）
Ｑ４︓⾃主防災組織を育成するために、資機材購⼊及び運営
費等に対する補助や資機材等の現物⽀給が⾏われているが、
⼈材育成のための教育機会の提供を⾏っている地⽅⾃治体は
⾒当たらない。（×）

避難⾏動要⽀援
者名簿作成の役
割と留意点
避難⾏動要⽀援
者の避難⽀援・
避難誘導の役割
と留意点

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

︓得点結果0.7未満
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H29_1 確認テスト結果「地域の⾃主的な防災活動」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-8 地域の⾃主的な防

災活動
3 地域の他の⾃

主的な防災団
体の役割と現
状、課題

地域におけるマ
ンション管理組
合等の役割と関
係づくり
その他の地域コ
ミュニティの防
災の担い⼿と関
係づくり
地域コミュニ
ティの⾃主的防
災体制の充実に
向けた⽅向性

指導要領の学習項⽬と設問
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H29_1 確認テスト結果「災害ボランティア」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-9 災害ボランティア 1 災害ボラン

ティア及びそ
の活動の位置
づけ・種類・
特⻑

災害ボランティ
アの種類と特性
阪神淡路⼤震災
（ボランティア
元年）以降のボ
ランティア活動
の変遷

Ｑ３︓阪神・淡路⼤震災（1995年1⽉17⽇発⽣）は、ボラン
ティア活動の防災上の重要性を広く認識する契機となり、
「ボランティア元年」と呼ばれた。（〇）

災害ボランティ
アの防災での意
義、⾏政との役
割分担、法的位
置づけ

Ｑ１︓災害対応において、災害ボランティアの⽀援は重要で
あるが、被災者のニーズにきめ細かく対応するのは、⾏政、
医師、保健師などの責任を持つ職員が担わなければ難しい。
（×）
Ｑ２︓災害対策基本法では、円滑な受⼊れ、安全確保等の活
動環境の整備し、災害ボランティアの⾃主性を尊重すべきと
規定されているが、⾏政と災害ボランティアの連携について
特段の規定はない。（×）

2 災害ボラン
ティアの受⼊
れ・調整に関
する現地での
仕組み

被災時の災害ボ
ランティア活動
の基本的な動き
災害ボランティ
アセンターの役
割と機能、仕組
み、担い⼿

指導要領の学習項⽬と設問

設問毎の得点結果

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
Q1

Q2

Q3Q4

Q5

︓得点結果0.7未満

26



H29_1 確認テスト結果「災害ボランティア」

単元 学習⽬標 学習項⽬ 設問
b-9 災害ボランティア 3 災害ボラン

ティアの活動
の実際と課題、
展望

災害ボランティ
アの災害現場で
の活動事例と課
題
災害ボランティ
ア団体の全国、
地域内連携、各
レベルの⾏政と
の連携

Ｑ５︓政府と災害ボランティアとの連携会議の重要議題とし
て、災害ボランティア活動の安全・衛⽣の確保、救援に必要
な活動資⾦の確保、地域での円滑な受⼊れやニーズとのマッ
チング、⼤災害におけるボランティア活動の広域連携・調整
が話し合われてきた。（〇）

災害ボランティ
ア活動の今後の
展望 Ｑ４︓東⽇本⼤震災での災害ボランティアの活躍を踏まえて、

閣議了解より、「防災とボランティアの⽇」が制定された。
（×）

指導要領の学習項⽬と設問 ⾚字︓研修指導要領にない
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H29_1 確認テスト結果「災害への備えコース最終⽇」

 Ｑ１︓東⽇本⼤震災の教訓として、防災のハード対策では限界があることから、ソ
フト対策を中⼼に据えて災害対策を推進することとした。（×）

 Ｑ２︓⾏政（公助）のみならず、地域、市⺠、企業（⾃助、共助）レベルの取組を
組み合わせなければ、万全な対策はとれない。（〇）

 Ｑ３︓ＢＣＰ・ＢＣＭに盛り込むべき計画の種類としては、「発災⽣直後の応急対
応計画」、「平常時の事前対策計画」、「ＢＣＰの訓練の計画」及び「維持管理・
継続的な改善の計画」が必要である。（〇）

 Ｑ４︓⾏政が災害時において他の⾃治体から⽀援を受けるための計画は、地域防災
計画の下に策定することとされており、⾏政のＢＣＰとは関係が薄い。（×）

 Ｑ５︓住⺠に啓発する内容は常にこれまでの知識を踏襲し伝えることが⼤切で、そ
の時代の社会構造や環境に対応して変化（発展）させる必要はない（×）

 Ｑ６︓災害対応において企業の⼒を借りた⽅がよい場⾯が増え、⾏政と企業との早
期連携が有効であることが熊本地震でも改めて明らかになった。（〇）

 Ｑ７︓災害時には⾃治体が避難⾏動要⽀援者名簿情報を、要⽀援者本⼈の同意を得
ずに⽀援者等に提供できる。（〇）

 Ｑ８︓災害対策基本法には、住⺠の責務として「過去の災害から得られた教訓を伝
承する」活動に努めることは定められていない。（☓）

 Ｑ９︓⾃主防災組織の活性化のためには、各⾃主防災組織間の協調・交流や⾏政・
企業・教育など他の分野との連携が重要である。（〇）

 Ｑ１０︓政府と災害ボランティアとの連携会議の重要議題として、災害ボランティ
ア活動の安全・衛⽣の確保、救援に必要な活動資⾦の確保、地域での円滑な受⼊れ
やニーズとのマッチング、⼤災害におけるボランティア活動の広域連携・調整が話
し合われてきた。（〇）
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最終⽇確認テスト
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